＜審議内容＞

１．第63回薬価専門部会

　　「平成22年度薬価制度改革の骨子」において、次期薬価制度改革にあたって見直しを行うとされた事項等について確認。

２．第44回医療材料専門部会 

　「平成22年度保険医療材料制度改革の骨子」において、次期保険医療材料制度改革にあたって見直しを行うとされた事項等について確認。今後の課題として、価格調整における内外格差の解消と適正価格の算定にむけた検討が行われる。

３．第164回総会 

　事務局は、「ＤＰＣにおける新たな機能評価係数に関する対応」について、①現行の調整係数のうち、新たな機能評価係数に置き換える割合（15％、25％、35％）、②評価項目の決定（4～6項目）及びその名称、③各項目の重み付け、―の論点を提示。新たな機能評価係数による包括点数が病院全体に占める割合は1％前後であるとの想定から、1号側2号側ともに、導入に向けては大きな混乱はないと判断。導入に向けた具体的な検討を行った。①置き換える割合は、事務局案で示された25％か、あるいは導入初期は最小限の15％からとするかの検討を再度行うこと、②評価項目については、400床以上の大病院と中小病院との変動率の縮小を図るために6項目の評価としていくこと、③各項目のウェートは改めて検討していくこと等、基本的な方向性を取りまとめた。

　個別改定項目については、「地域における医療機関の連携」、「地域医療を支える有床診療所の評価」、「在宅復帰後を見越した地域連携」、「がん診療連携拠点病院の評価」、「緩和ケア・がんに対するリハビリテーションの評価」、「認知症医療の推進」、「新型インフルエンザや結核等の感染症対策」の7項目について審議。認知症に対する診療報酬上の評価について、1号側安達委員は、「限られた財源の中での配分となる。優先順位をつけるとするなら認知症に対する加算はいらない。その分を再診料に充ててほしい。」と発言。これに対し、2号側伊藤委員は、「認知症は社会的にも重要な国民的課題となる。加算することで、新しい高齢社会に対する中医協からのサインとしたい。」と前向きに評価した。また、介護に関する地域連携の項目について、中島委員は、「入院早期からの在宅復帰を見越した介護事業者やケアマネージャーとの連携は理解できるが、本人や家族の選択など、介護サービスの実務との齟齬がないよう整理する必要がある。」と指摘。今後に向けて具体的な対応が検討されることとなった。

　なお、次回以降も引き続き、骨子における重点課題関連項目及び「四つの視点」関連項目を中心に優先順位をつけた評価の検討が行われる。

以上
